
【柱１】食品の安全性の確保 【柱２】食品を介した健康被害の拡大防止 【柱３】食への信頼確保

① 食品等事業者のHACCPによる自主衛生管理の推進 ③ 健康危機管理体制の充実・強化

② 食品等事業者のコンプライアンスの徹底 ④ 県民、事業者、行政のリスクコミュニケーションの推進

「食の安全安心推進計画（第４次）（令和４～８年度）」の概要 ～食の安全安心で 元気なひょうご～

１ 計画策定の趣旨

食の安全安心に関する施策を総合的・計画的に推進

するため、中期的な施策及びその目標を明らかにする

SDGｓへの貢献を見据えた取り組みを推進する

第２章 食を取り巻く現状と課題

２ 計画策定に当っての基本的認識

・ 食品にはリスクが存在する

・ 安全と安心の距離を近づける

３ 計画の位置づけ

「食の安全安心と食育に関する条例」第６条の規定に

基づき定める計画

４ 計画の期間

５年間（令和４～８年度）

５ 計画の推進体制

県、事業者及び県民が、それぞれの立場で責務・役割を

果たし、施策を効果的に推進

・県の責務：食の安全安心推進本部を中心に、食の安全

安心と食育審議会の意見を踏まえ施策を推進

食の安全安心に資する人材の育成

・事業者の責務：食の安全安心に取り組み、積極的に推進

・県民の役割：食の安全安心の理解に努め、自ら行動

６ 計画の管理

・ 計画の策定・公表

・ 計画に基づく施策の実施状況の評価・検証・公表

１ 食の安全安心を揺るがす事件・事故の発生

・ノロウイルスや腸管出血性大腸菌(O157）等による大規模食中毒の発生 ・複数自治体を含む広域的な食中毒の発生

・食品表示の偽装

２ 食品衛生法等の一部改正 (R3.6.1施行）

・HACCP(ﾊｻｯﾌﾟ)に沿った衛生管理の制度化 ・食品等のリコール情報報告の制度化

・営業許可制度の見直し及び営業届出制度の創設

３ 食品表示法の一部改正 (R4.4.1施行）
・原則として全ての加工食品に原料原産地表示の義務化

重点課題

施策の柱

第４章 施 策 展 開

【拡】11 健康危機管理体制の充実・強化

(1) 国及び関係自治体との連携体制の充実・強化

(2) 健康危機ホットラインによる迅速な情報察知

(3) 健康危機管理事案発生時の迅速な対応

12 トレーサビリティの導入促進

(1) 大規模食品製造施設への高度なトレーサビリティの導入

(2) 農畜水産物の生産及び卸売段階への導入

13 食の安全安心に関する情報発信の充実・強化

(1) 健康危機管理事案発生時の迅速な情報発信

(2) 各種広報媒体の活用による効果的な情報発信

14 ひょうご食品認証制度の推進

(1) 兵庫県認証食品の生産拡大の支援

(2) 兵庫県認証食品の流通拡大の推進

【拡】15 リスクコミュニケーションの普及推進

(1) 食の安全安心に関する相談体制の整備

(2) 子ども向け食の安全安心啓発事業の推進

(3) 県民・事業者・行政相互の意見交換の推進

(4) 食品の安全に関する食育の推進

16 食の安全安心と食育審議会の開催

(1) 審議会による計画の評価・検証

(2) 専門部会による専門分野の協議

【柱１】
食品の安全性の確保

【柱２】
食品を介した健康
被害の拡大防止

【柱３】
食への信頼確保
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【施策展開のイメージ】

第１章 推進計画の基本的な考え方

第３章 推進計画の基本方針

【柱１】食品の安全性の確保

【柱２】食品を介した健康被害の拡大防止

【柱３】食への信頼確保

条例の基本理念を踏まえ、重点課題に対応するため３本の施策の柱を設定し、施策の展開により、食を取り巻

く課題の解決を図り、県民誰もが安心できる食生活の実現を目指す

食育推進計画と一体的な取り組みにより、豊かで活力ある社会を実現し、元気なひょうごの創造に寄与する

≪≪≪生産段階での農畜水産物の安全性確保≫≫≫

1 安全安心な農産物の生産の推進

(1) 農薬の適正使用の推進

(2) 農薬等検査の充実

(3) GAPの取組推進

(4) 安全で良質な農産物の生産

2 安全安心な畜産物の生産の推進

(1) 畜産物の安全性の確保

(2) 家畜防疫体制の強化

3 安全安心な水産物の生産の推進

(1) 養殖魚介類の安全性の確保

(2) 貝毒検査の実施

≪≪≪製造から販売段階での食品の安全性確保≫≫≫

【拡】 4 食肉の安全性確保の推進

(1) 食肉衛生検査による食用不適肉の排除

(2) 食肉センター及び大規模食鳥処理場のHACCPに

基づく衛生管理実施状況の検証

5 食品営業施設等への監視・指導の徹底

(1) 食品営業施設等への監視指導の実施

(2) 各種一斉取締による集中監視の実施

【拡】 6 食品の適正表示に関する監視・指導の徹底

(1) 食品表示法に基づく適正表示の推進

(2) 食品表示法に基づく監視指導の強化

(3) 食物アレルギー対策の推進

(4) 虚偽誇大表示や無承認無許可医薬品の取締り強化

7 食品検査の充実・強化

(1) 検査体制の充実

(2) 流通食品等の収去検査の実施

(3) 食品検査の信頼性確保

【拡】 8 ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の推進

(1) (一社）兵庫県食品衛生協会等との連携の促進

(2) HACCPに沿った衛生管理の導入・定着の推進

(3) 食品衛生責任者及びHACCPリーダー育成の推進

(4) HACCPの認知度向上の推進

(5) 卸売市場における品質管理の高度化促進

(6) 学校給食施設での自主的な衛生管理体制の促進

≪≪≪ 総合的な食品の安全性確保≫≫≫

9 食中毒の未然防止対策の推進

(1) 食品営業施設等への監視・指導の徹底(再掲)

(2) 食品検査の充実・強化(再掲)

(3) HACCPに沿った衛生管理の推進(再掲)

(4) 食の安全安心に関する情報発信の充実・強化(再掲)

(5) リスクコミュニケーションの普及推進(再掲)

10 食の安全に資する研究の推進

(1) 農林水産物の安全性確保に資する試験研究の推進

(2) 流通食品の安全に資する調査研究の推進

７ 第３次計画の取組状況

・３本の柱に基づき16施策、47の個別事業を展開し、16指標の目標値については概ね達成に向けて順調に取組中

６ 県民モニターアンケート結果

・食品の安全性について「安全安心、どちらかというと安全安心と思う」合わせた割合は約8割

・県に求める情報発信は「法令違反内容の公開」、「食の安全安心に関する情報提供」など

５ 食品ロス削減の動向
・ 食品ロスへの関心が高まる中、削減に向けて食品衛生の観点から正しい知識の啓発と安全性確保の取組みを支援

４ 食に関する情報の氾濫
・インターネット及びSNS等の普及による科学的根拠に乏しい情報等の氾濫

・県民自ら食に対して適切に判断できる力を養成する機会の提供



施
策
No

指標名(16指標）
R2年度
現　状

(基準※1)

R8年度
目　標

 ① 農薬管理指導士の有効認定者数 (累計） 1,704人 1,820人

 ② 環境創造型農業の生産面積 (累計） 20,182ha 23,160ha

2  ③ 飼料中の残留抗菌性物質検査の年間違反件数 0件 0件

3  ④ 養殖業者への水産用医薬品の適正使用に関する年間指導率 100% 100%

4
 ⑤ 食肉センター及び大規模食鳥処理場におけるHACCPに基づく衛生管理実施
　　 状況の検証 (年間細菌検査回数）

32回 132回

 ⑥ 食品衛生監視指導計画に基づく年間目標監視回数の達成率 114.1%
100%
以上

 ⑦ 食品衛生監視指導計画に基づく大量調理及び集団給食施設(学校、病院、
      福祉施設）の年間目標監視回数の達成率

60%
100%
以上

6  ⑧ 食品表示法に違反した事業者への指示又は命令の年間件数 0件 0件

7  ⑨ 年間目標食品検査実施検体数の達成率 88% 100%

 ⑩ 食品衛生責任者養成講習会の受講者数 （平成9年度以降の累計) 54,124人 64,000人

 ⑪ 食品等事業者に対する食品衛生講習会の年間受講者数
(基準）

8,239人※2
9,000人

以上

9  ⑫ 食中毒の年間事件数
(基準）

19.6件※3
15件
以下

 ⑬ 農林水産物の安全性確保に資する開発技術数 （平成27年度以降の累計) 30件 62件

 ⑭ 食品等の高感度分析法の開発件数 （令和4年度以降の累計） 0件 10件

14  ⑮ 兵庫県認証食品認証数 （累計） 2,246品目 2,320品目

15  ⑯ 県民に対する講習会等の年間参加者数
(基準）

4,035人※4
4,500人

以上

　 ※１　指標⑪、⑫、⑯の令和2年度現状は、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響により極端に少数となったため基準を設定した

　 ※２　平成27年度～令和2年度までの平均受講者数 　　  ※３　平成18年度～令和2年度までの平均食中毒事件数

 　※４　平成27年度～令和2年度までの平均参加者数

食の安全安心推進計画(第４次）の指標と目標値
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